
「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」の創設に伴い、長期にわたって良好な状態で使用するための措置が講じられた住宅を新築し、長期優良住宅として認定された場合、固定資産税が一定期間減額されます。

１　要　件

（１）「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」の施行日（平成２１年６月４日）から令和８年３月３１日までに新築されたもの。

（２）同法の規定に基づき、耐久性・安全性等の住宅性能が一定基準を満たすものとして、認定を受けて新築された住宅であること。
（３）居住部分の床面積が５０㎡（１戸建て以外の貸家住宅は４０㎡）以上２８０㎡以下であること。

（４）居住部分の割合が全体の床面積の２分の１以上であること。（併用住宅の場合）。

２　減額される範囲

　　　減額の対象となるのは、新築された住宅用の家屋のうち住居として用いられている部分（居住部分）だけであり、併用住宅における店舗部分、事務所部分などは減額対象となりません。なお、住居として用いられている部分の床面積が１２０㎡までのものはその全部が減額対象に、１２０㎡を超えるものは１２０㎡分に相当する部分が減額対象となります。

３　減額される額

　　　上記の減額対象に相当する固定資産税の２分の１が減額されます。

　　　ただし、都市計画税は減額となりません。

４　減額される期間

　　　新築後５年度分（３階以上の中高層耐火住宅等は７年度分）

５　減額を受けるための手続

　　下記申告書等を税務課固定資産税班に提出してください。

1 認定長期優良住宅に係る固定資産税の減額申告書
2 認定長期優良住宅であることを証する書類（地方公共団体が発行した認定通知書の写し）

６　問い合わせ先

　　島原市総務部税務課　固定資産税班　電話　６３－１１１１　（内線）１７３
認定長期優良住宅に係る固定資産税の減額について








